
担当部局庁 総合政策局 担当課室 事業総括調整官室
事業総括調整官

平井　秀輝

会計区分 一般会計 上位政策 社会資本整備・管理等を効率的に推進する

事業開始
年度

平成１６年度 作成責任者

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
－

関係する計
画、通知等

観光立国推進基本計画
（平成１９年６月２９日閣議決定）

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度

以内）

道路等の社会資本を利用する観光客等が快適かつ安全に安心して移動できる環境の整備に向けて、観光客等の移動
を支援する総合的な情報提供システムを構築する際に留意すべき事項や最低限統一すべきルール、適用事例等を整
理した指針をとりまとめ、観光客が快適かつ安全に安心して移動できる環境の基盤づくりを支援することを目的とする。

事業番号 51

　　　　　　　　　　　　　行政事業レビューシート　　　　(国土交通省)

予算事業名 社会資本を活用した魅力ある交流空間整備の推進

21年度 22年度 23年度要求

予算額(補正後） 31 27 9 －

9

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

平成１８～２０年度に実施した情報提供に関するこれまでの取り組み（観光客への情報提供の高度化による移動支援を
図った「まちめぐりナビプロジェクト」（以下「まちナビ」）（全国７６事例）、ＩＣタグ等の位置特定インフラを道路等の社会資
本に設置することで、移動等に関する情報を「いつでも、どこでも、だれでも」入手できる環境の構築を目指した「自律移
動支援プロジェクト」（全国５事例）の成果と課題を整理した上で、観光地における情報提供システム構築に向けた効果
的な手法の検討を行い、それらを情報提供システム構築の指針としてまとめる。

実施状況

○平成１９年度・２０年度においては、「まちナビ」の取り組み実績をふまえて、観光客の実際の行動等に適した情報の提
供内容や提供手法等に関する知見を整理し、さらに、「まちナビ」の実施地域に詳細なヒアリング調査を行った上で、情
報提供に取り組む際の問題点や具体的な解決方策をとりまとめた。
○平成２１年度においては、「まちナビ」の全取り組み事例（全国７６事例）等をふまえ、地域の情報を総合的に提供する
システムの構築に向けた指針としてとりまとめ、地方公共団体などの地域の関係者がシステム構築を行う際に活用でき
るよう情報提供するとともにホームページで公開。

予算の状況

19年度 20年度

執行額 23 19

－

9予算の状況
（単位:百万円）

－

執行率 75% 70% 100%

自
己
点
検

支出先・
使途の把
握水準・
状況

入札及び契約内容の妥当性については、第三者機関である企画競争有識者委員会により審議していただいている。ま
た、契約している相手方と随時打合せを行い、業務の進捗状況、契約内容の適切な実施の把握等をするとともに、提出
された報告書の検査等を行い実施内容の確認をしている。

見直しの
余地

H21年度までの事業の計画のため、H21年度限りとなっている。

執行額 23 19

総事業費(執行ベース) －

予
算
監
視
・
効
率
化

チ
ー

ム
の
所
見

補
　
記

【予算科目】
・281　社会資本整備・管理効率化推進費
　・05-95　社会資本整備・管理等の効率的な推進に必要な経費　　（２１年度予算額）　　　　　（２１年度決算見込額）
　　・95016-2129-06　諸謝金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　０．２百万円　　　　　　　　　　　　　　０百万円
　　・95016-2122-08　職員旅費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ０．１百万円　　　　　　　　　　　　　　０百万円
　　・95016-2122-08　委員等旅費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　０．１百万円　　　　　　　　　　　　　　０百万円
　　・95016-2123-09　社会資本整備・管理効率化推進調査費　　　　　　　    ８百万円　　　　　　　　　　　　　　９百万円



資金の流れ
(資金の受け取
り先が何を行っ

国土交通省 
９百万円 

Ａ．（財）日本システム開発研究所 
３百万円 

Ｂ．民間企業（５社） 
６百万円 

事例の情報収集・発信 等 
情報提供システムの構築におけ

る基本指針整理 等 

【一般競争・委託】 【企画、一般競争・委託】 

り先 何を行
ているかについ

て補足する)
(単位:百万円)



金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

その他 通信費、消耗品費等 0.4

費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出さ

れている者につ

A. （財）日本システム開発研究所 E.

費　目 使　途

人件費 業務担当者人件費等 3

計 0

3

0.2

業務担当者人件費等

旅費・印刷製本費等

計 3

人件費

その他

B. （株）富士通総研 F.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 3 計 0
者

いて記載する。
使途と費目の
双方で実情が
分かるように記

載）

C. G.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

金　額
(百万円）

計 0 計 0

D. H.

費　目 金　額
(百万円）

費　目 使　途使　途

計 0 計 0



【別紙】

№ 支出先
金額

（百万円）

1 （株）富士通総研 3

2 （株）日本総合研究所 1

3 （株）エポ 1

4 （株）アイズ・インターナショナル 1

5 松本徽章工業（株） 0.1

6

7

8

9

10

B.民間企業（5社）　6百万円


